
定価110円（内 消費税10円）（奇数月･隔月発行） 2026年（令和８年）９月号

静岡宅建サポートセンターの会員支援事業
不適切盛り土、二度と　 危険盛り土是正・道半ば　 デジタル監視導入　ほか
リースバックの買取価格が著しく廉価であるとはいえない･･･
倒壊可能性ありと耐震診断された賃貸店舗だが･･･

防災庁、11 月にも設置　 水害ハザードマップ一体化　 空き社宅をリノベ・一時避難所に　ほか
フラット 35 の ペアローン

75 歳以上の老老介護世帯 37％　 高齢者見守り住宅、確保進まず　ほか
事例紹介･･･残置物撤去・廃棄費用の負担が 約 85 万円に！

三島信用金庫　 浜松いわた信用金庫　 静岡ろうきん
住宅地の民泊禁止　 県内路線価、２年連続で上昇　 ドローン規制強化　ほか

② 「スマイミー静岡」情報

④ 熱海土石流・盛り土対策 特集

⑧ 取引紛争の事例と解決（売買）

⑨ 取引紛争の事例と解決（賃貸）

⑩ 防災・災害復興対策

⑭ 全宅住宅ローン㈱より

⑯ 生活困窮者・介護・子育て支援

㉑ ＪＩＤ日本賃貸保証より

㉒ 提携金融機関より

㉕ まちづくり・地域活性化
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駿河湾 大水槽
（画像提供）沼津港深海水族館　https://www.numazu-deepsea.com
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取引（売買）紛争の事例と解決　　　　　　　　  （東京地判：Ｒ4.6.30）

リースバックの買取価格が著しく廉価であるとはいえないとして
自宅売主の売買契約の無効が認められなかった事例

　令和 2 年 5 月、Y（被告、宅建業者）は、X（原告、70 代女 
性）に対し、X宅（分譲マンションの一室）の将来的な取壊し 
の可能性にも言及しつつ売却勧誘の電話連絡をし、その日 
のうちに X 宅へ訪問して再度勧誘した。その翌日、Y は X 
宅を再訪し、X を売主、Y を買主とし、売買代金：1950 万円、 
手付金：50万円、違約金：390万円とするX宅の売買契約（本 
件契約）を締結し、X は手付金を受領した。また、特約事項 
として「XはX宅引渡後も賃借人として入居するものとし、
月額家賃 18 万円を Y に毎月支払う」旨定めた。
　同年 6 月上旬（手付解除期限前）、X は Y に本件契約の解 
除を申し出たが、解除には金銭が必要であると述べられ、 
手付解除期限徒過後の同月下旬、違約金の問題で困ってい 
ると地域の包括支援センターに相談した。
　同年 7 月、X は Y に対し通知書を送付し、本件契約の公 
序良俗違反による無効、または、錯誤による本件契約を取 
り消しの意思表示をしたところ、Y は X に対し、本件契約 
は有効であり、契約の履行がない場合、X の違約による契 
約解除になる等と回答した。
　その後、X は Y を相手取り、同様の主張で本訴を提起し 
た。これに対して Y は、本件契約は X の違約により解除さ 
れたとして、Xに違約金等の支払いを求め反訴を提起した。

　裁判所は、本訴請求を棄却し、反訴請求を認容した。
（公序良俗に反し無効か）
　X宅の令和2年固定資産税評価額は敷地分1362万円、建 
物分 358 万円である。一般に、土地の固定資産税評価額は 
路線価の 7 割ないし 8 割と考えられているから、X 宅敷地 
分は、1945 万円（1362 万円÷ 0.7）と試算され、X 宅評価額 
は2303万円（1945万円+358万円）と一応推定される。X宅 
を含むマンション内では、平成26年4月に第三者への売買 
として 3300 万円で取引された事例が存在するところ、当該 
事例は、X 宅よりも低層階かつ専有面積も狭いもので、分 
譲価格は2980万円であった。そして、X宅の分譲価格は4260 
万円であり、上記取引事例よりは高額での取引が見込まれ 
ること、3932万円あるいは業者買い取りによる価格として 
3300 万円という査定があることからすれば、X 宅は 3000
万円以上の価格が見込まれる可能性がある。
　しかし、上記評価額は一般的な売買の価格であり、売買 
契約後も占有者の立退きが予定されていないリースバック 
形態の場合には、より低額になると考えられること、売買 
金額については、X が最初に金額を提示したものと認めら 

れ、Y が X の無知を利用して殊更安い金額を提示したもの 
ではないこと、売主 X が、買主 Y が想定していた評価額よ 
り安い買取金額を提示してきた場合に、評価額に近い金額 
を提示しなければならないということをYに要請すること 
は酷と考えられること、仮に評価額が 3000 万円としても、
本件契約の売買金額は 3 分の 2 程度であり、著しく公平を 
失するとまではいえないこと等を総合的に検討すれば、本 
件契約の売買金額は市場価格よりも低額だが、公序良俗に 
反し無効とする程度のものとまではいえない。

（錯誤による取り消し）
　また X は、契約締結時に、X 宅の客観的な市場価格を意 
識せず、また、Y に対し月額 18 万円の家賃を支払うことを 
理解していなかったから、Xには錯誤があった旨主張する。
　しかし、法律行為の基礎とした事情についての認識が真 
実に反する場合、当該事情が法律行為の基礎とされている 
ことが表示されていたときに限り当該意思表示を取り消す 
ことができるところ（民法 95 条 2 項）、本件では、客観的な 
市場価格や家賃の額等の事情が法律行為の基礎とされてい 
ることが表示されていたとは認められない。

（消費者契約法による取り消し）
　Xは、YがXに対し、実態とは異なる内容を告げて勧誘し、 
また、X 宅の客観的な市場価格や相場等を X に告げないま 
ま、本件契約を締結させたことが、X 宅の客観的な市場価 
値ないし過去の成約事例を告げなかったことは不作為の不 
実告知と評価すべきであるから、消費者契約法 4 条 1 項 1  
号により取り消されるべき等と主張する。
　しかし、Y が、X に対し、実態と異なる内容を告げて勧誘 
した事実は認められない。また、同号は、その文言から、 
作為による不実告知を規定したものと解されるから、客観 
的な市場価値や過去の成約事例を告げなかったという不作 
為について、不実告知があったと認めることはできない。
　以上によれば、本訴請求についてXの主張は採用できず、 
本件契約に無効事由及び取消事由はない。

（反訴請求）
　本件契約に無効事由及び取消事由はないところ、Y が X 
に対し、手付金 50 万円を交付したこと、Y が、反訴状にお 
いて本件契約を解除する旨の意思表示を行い、反訴状が X 
に送達されたこと、違約金が 390 万円であること、以上の 
事実が認められる。そして、X が本件契約の無効ないし取 
り消しを主張して履行を拒絶していることは明らかである 
から、Y は、X に対し、手付金 50 万円の返還、並びに、違 
約金 390 万円の支払を請求することができる。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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倒壊可能性ありと耐震診断された賃貸店舗について、
立退料の提供を条件として正当事由が認められた事例

取引（賃貸）紛争の事例と解決　　　　　　　　  （東京地判：Ｒ6.2.19）

　A（貸主）は、B（借主）との間で、平成 30 年 5 月、店舗（飲食 
店）の賃貸借契約の更新契約を締結した。（建物：昭和 43 年 
築、木造 2 階建。賃料月額 17 万円）
　本件賃貸借契約書は以下条項が設けられた。
第 22 条（特約事項）
賃貸人は、本件建物が老朽化しているため、本件建物を修 
繕又は建て替える場合には、賃貸人は賃借人に対し 6 か月 
前に通知するものとする。賃借人は、建替えに際して誠意 
を持って賃貸人と協議し協力することを承諾した。
　令和 2 年 3 月、原告 X（貸主・不動産会社）は、A から売買 
により本件建物・土地の所有権を取得し、賃貸人の地位を 
承継し、また、被告 Y（借主 個人）は、平成 31 年 4 月、相 
続により賃借人の地位を B から承継をした。
　令和 2 年 8 月、X は、Y に対し、本件貸室を令和 3 年 3  
月限りで明け渡すことを条件に、714 万円余を支払う旨通 
知し、令和 2 年 9 月、「解約通知書」を送付して、上記賃貸 
借契約書 22 条に従って、本件建物の建替えに関する通知と 
ともに、本件賃貸借契約を解約する旨の通知を行ったが、Y 
が明渡しを拒否したため、X が本件訴訟を提起した。

　裁判所は、次のように判示して、X の請求を認めた。
（本件解約申入れの正当事由の有無）
　本件建物は、耐震診断書によれば、「総合評価」として「倒 
壊する可能性が高い」とされ、耐震性に問題があり、建築 
基準法の想定する大地震動によって倒壊する可能性が高い 
と認められる。また、構造検討書によれば、各種耐震工事 
によって、耐震等級 1 及び耐風等級 1 を達成することがで 
きるが、その工事には 236 万円以上を要するとされており、 
その工事を行うことに経済合理性があるとは認められない。
　さらに、X は不動産業者であり、新築して、賃貸借物件 
として、X の事業を維持するために必要な収益を得る予定 
をしていると認められ、本件土地の容積率は300%であり、
敷地面積約70㎡の3倍に相当する延床面積約212㎡の建物 
を建築することが可能である一方、本件建物の延床面積は 
約 81㎡であることからすれば、X には建替えにより土地を 
有効利用する必要性があるといえる。
　一方、B は、昭和 37 年頃から、本件建物において、飲食 
店営業をし、Y も B と一緒に 30 年以上営業していること、
顧客には周辺住民の常連客が多くいることが認められる。 
他方で、本件貸室でなければ営業ができないという店舗で 

はないと認められ、周辺には、飲食店の営業可能な店舗が 
複数あると認められる。
　そして、本件賃貸借契約において、A と B の双方が、老 
朽化しているという認識の下、A が建替えを行う可能性が 
あり、B は誠意を持って A と協議し協力することを承諾し 
たことが認められ、Y も B の連帯保証人として、事情を認 
識・理解していたと認められる。
　以上によれば、本件建物は、耐震性に問題があり、建築 
基準法の想定する大地震動により倒壊する可能性が高く、X 
に耐震性の補強のために、建替えではなく耐震補強工事を 
行うよう求めることは、経済的合理性を欠くものとして相 
当でなく、X には、建物を取り壊して新たに建設する必要 
性が認められる。
　他方で、Y についても本件貸室を使用して店舗の営業を 
行う必要性が認められるから、解約申入れは、上記 X の必 
要性だけで正当事由を具備しているとまでは認められない。
　もっとも、Y が周辺地域で飲食店を営むことが不可能と 
までは認められず、貸室を使用することによって得られる 
利益は他の物件に移転したとしても一定程度代替可能であ 
ること、貸室の賃貸借に関する従前の経過からすれば、X 
の不動産を取得後、建物を建替えて土地を有効利用できる 
期待は保護する必要性が高いといえるが、Y の従前と同様 
に貸室を賃借し、店舗の営業を行えるとの期待を、X の期 
待より保護すべき必要性は低いというべきであり、X が Y 
に対し相当な額の立退料を支払うことにより、解約申入れ 
には正当事由が具備されるものというべきである。

（立退料の額）
　①立ち退きによって消滅する利用権の補償（借家権補償）
は、割合方式価格と控除方式価格を求めた上で両価格を比 
較検討し、客観性が高い割合方式による価格を 70、控除方 
式による価格を30の割合で加重平均して375万円余となる。
　②立ち退きによって賃借人が事実上失うことになる利益
の補償（営業補償）は、「公共用地の取得に伴う損失補償基
準」の営業休止補償に準拠して 118 万円余となる。
　③立ち退きによって賃借人に支払わなければならない移
転費用等の補償（賃料差額・移転実費等）は、補償基準の動 
産移転料、移転雜費、工作物取得補償及び借家人に対する補 
償に準拠して 455 万円余となる。
　以上によれば、本件における相当な立退料の額は 949 万 
円余と認められ、X は Y に対しこれを支払うことにより正 
当事由が具備されるものと解するべきである。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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2026年₆月₈日～₇月₃日の新入会者・退会者　第₅回理事会（2026年₇月₇日）で承認

●新入会者

商号又は名称 代表者 専任取引士 〒 事務所住所 ＴＥＬ 会員区分 免許番号 支部

渡辺工業㈱ 渡邊　勇一 岸　　　肇 411-0822 三島市松本370-13 055-977-5656 正会員 静岡県知事
（1）015113 東 部

誠実不動産 富田　　誠 富田　　誠 416-0909 富士市松岡988-5 0545-67-1780 正会員 静岡県知事
（1）015117 東 部

㈱エンリッチ不動産 荒木　英史 荒木　英史 420-0865 静岡市葵区東草深町20-25 054-395-5781 正会員 静岡県知事
（1）015121 中 部

㈱福市 内田　太師 内田　太師 420-0861 静岡市葵区丸山町65 054-659-3330 正会員 静岡県知事
（1）015120 中 部

㈱おたすけ不動産ＨＫ 原﨑　浩一 松井　　勝 437-1622 御前崎市白羽3574-35 0548-23-5177 正会員 静岡県知事
（1）015105 西 部

ＫＡＮＥＴＡＴＳＵ 鈴木　恒律 鈴木　恒律 434-0031 浜松市浜名区小林257-1 053-585-3635 正会員 静岡県知事
（1）015109 西 部

不動産のたかはし 髙橋　昌志 髙橋　昌志 430-0802 浜松市中央区将監町46-1 053-540-8439 正会員 静岡県知事
（1）015108 西 部

●退 会 者

支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者

東 部
㈱micro development

中 部

㈱N・Sリフォーム 中 部 ㈲ミツマル不動産 西 部 ㈱天平

昭和企画コンサルタント 林ホーム地所

西 部

㈱AFCスマイルプラス　Smife板屋町支店  

中 部
㈱清北土地　西高支店 ㈲アイブロス不動産 三徳不動産  

アーバン・プランニング 小塚建設㈱ ㈱タカオホームパートナーズ　浜松店  

以上、新入会者₇名、退会者13名、2026年₇月₃日現在の会員数は、2,615名

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 25 33 28 ― 86件
金額 27億4,448万円（土地₁、新築戸建66、中古戸建15、中古マンション₄）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 7 0 ― 7件

金額 2億4,488万円（土地₁、新築戸建₅、中古戸建₁）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 2 0 1 3 6件
金額 1億4,949万円（新築戸建₄、中古戸建₂）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 27 23 55 ― 105件
金額 33億2,388万円（新築戸建77、中古戸建25、中古マンション₃）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 9 0 ― 9件

金額 2億5,701万円（土地₁、新築戸建₂、中古戸建₄、中古マンション₂）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 1 0 0 2 3件
金額 7,650万円（新築戸建₁、中古戸建₂）

宅建ローン等の実績
▶2026年₅月（5/1〜5/31）

▶2026年₆月（6/1〜6/30）
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令和８年６月 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
６月２日 名古屋 中部レインズ 理事会
〃　 〃 東海不動産公取協 役員候補者選考委員会
〃　 〃 中部地区連絡会 運営協議会
〃　 本　部 不動産会館 自衛消防訓練
３日 本　部 月例法律相談 （来館相談３件）
４日 本　部 第２回 会務運営協議会
〃　 〃 定期借家推進協議会 理事会（Web）
８日 静　岡 県防犯まちづくり県民会議 総会
９日 本　部 宅地建物取引士試験 事務説明会（Web）
11日 本　部 第４回 理事会・４委員会 オリエンテーション
15日 本　部 月例法律相談 （来館相談２件）
〃　 名古屋 東海不動産公取協 定時総会
17日 本　部 正副会長会
18日 東　京 不動産流通推進センター 評議員会
19日 名古屋 中部レインズ 定時社員総会
22日 本　部 サポートセンター 取締役会
23日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
24日 東　京 不動産適正取引推進機構 定時評議員会
25日 東　京 全宅連・全宅保証 定時総会
26日 東　京 全宅管理 定時総会
30日 静　岡 取引士法定講習会 （受講者44人）

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談12件、電話相談228件）
Webシステムによる取引士法定講習（６月分） （受講者39人）

本部活動概要

令和８年７月 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
７月１日 本　部 正副会長会、 新規採用職員面接
６日 本　部 月例法律相談 （来館相談２件）
７日 浜　松 第５回 理事会
10日 本　部 第１回 人材育成委員会
〃　 〃 第１回 本部レディス部会 代表者会議
13日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
〃　 静　岡 県警テロ対策ネットワーク静岡 総会
14日 本　部 県に対する要望事項 選定会議
15日 本　部 東海公取協 静岡地区調査指導委員会
16日 本　部 第１回 情報提供委員会
〃　 〃 第１回 地域活性化委員会

静　岡 県専門事業者団体連絡協議会
22日 浜　松 取引士法定講習会 （受講者42人）
23日 本　部 月例法律相談 （来館相談３件）
〃　 〃 第１回 総務財政委員会
24日 本　部 静岡市土地等利活用推進公社との打合せ
27日 静　岡 災害時応急対策協定締結事業者研修会
〃　 〃 県献血推進大会
28日 本　部 第２回 初級実務研修会 （受講者37人）
29日 本　部 不動産コンサルティング中央協議会 事務局会議（Web）
31日 本　部 第１回 組織整備・周年事業運営 特別委員会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談11件、電話相談196件）
Webシステムによる取引士法定講習（７月分） （受講者54人）
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